
（様式１） 

令和  年  月  日 

災害対応力の向上に向けた機関訓練実施支援業務委託プロポーザル 

質 問 書 

 

貴 社 名  

担当部署  

担当者名  

電    話  

Ｆ Ａ Ｘ  

メールアドレス  

 

１ 質疑事項  

 
資料名  

該当ページ (   ) ﾍﾟｰｼﾞ (   ) 行目 

内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 質疑事項  

 
資料名  

該当ページ (   ) ﾍﾟｰｼﾞ (   ) 行目 

内容 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 下記の送付先に、６月 13 日（金）午後５時までに電子メールにて送信ください。 

※ 送信未達を防ぐため、必ず確認の電話を入れてください。 

【送付先・連絡先】 

港区防災危機管理室防災課防災係 担当：大林 

ＴＥＬ：03－3578－2542 

メール：minato36@city.minato.tokyo.jp 

mailto:minato36@city.minato.tokyo.jp


（様式２） 

災害対応力の向上に向けた機関訓練実施支援業務委託 

プロポーザル参加表明書兼参加資格審査申請書 
 

（あて先）港区長 

令和  年  月  日 

事 業 者 名 

 

所在地 

 

代表者職・氏名               印 

 

担当者氏名 

担当者連絡先 

担当者メールアドレス 

 

表記業務について公募型プロポーザルに参加したく、下記のとおり参加資格の審査を申請します。な

お、本申請書及び添付書類の全ての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。 

記 

参加資格内容 申請内容 

① 港区物品買入れ等競争入札参加資格を有すること。 参加資格を有する・ 参加資格を有しない 

② 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16号）第 167

条の４の規定に該当しないこと。 
規定に該当しない ・ 規定に該当する 

③ 経営不振の状態にないこと。 経営不振の状態にない・経営不振の状態にある 

④ 港区競争入札参加有資格者指名停止措置要綱（平成

16 年７月 30 日 16 港政契第 238 号）に基づく指名停

止の措置を受けていないこと。 

措置を受けていない ・ 措置を受けている 

⑤ 港区の契約における暴力団等排除措置要綱（平成

24 年１月 26 日 23港総契第 1157 号）に基づく入札参

加除外措置を受けていないこと。 

措置を受けていない ・ 措置を受けている 

⑥ 区内に本店や支店・営業所を置かない区外事業者

は、原則として、区内事業者と共同すること 

  ※区内事業者又は区外事業者が区内事業者と協働してプロポーザ

ル選考に参加する場合は、一次審査において評価点を優遇します。 

区内事業者 ・ 共同する ・ 共同しない 

⑦ 仕様書に記載している業務を適切に遂行すること

が可能な豊富な実績と運営・実施体制を有している

こと 

有する ・ 有しない 

 

※いずれかを○で囲んで下さい。 

※各要件は参加表明書提出時点を基準日とします。なお、本件プロポーザル実施期間中またはプロポー

ザルによる選考後契約締結日までの間において、いずれかの要件を欠くことになった者に対して、プ

ロポーザルの参加資格を取り消し、または契約を締結しない場合があります。 



  年  月  日 

 

（あて先）港区長 

申請者  共同事業体の名称 

 

共 同 事 業 体 構 成 書 

 

共同事業体名  

 共同事業体所在地  

 

代表事業者名  

代表者職氏名  

所在地  

構成事業者 1 の名称  

 

代表者職氏名  

所在地  

構成事業者２の名称  

 

代表者職氏名  

所在地  

構成事業者３の名称  

 

代表者職氏名  

所在地  

 

（様式３） 



  年  月  日 

 

（あて先） 港 区 長 

申請者（共同事業体の代表団体） 

共同事業体名 

所在地 

代表事業者名  

代表者職氏名           印 

 

共 同 事 業 体 協 定 書 兼 委 任 状 

事業候補者として申請するため、公募要項に基づき共同事業体を結成し、港区との間における

下記事項に関する権限を代表事業者に委任して申請します。なお、本事業候補者となった場合は、

各構成事業者は業務の遂行及び業務の遂行に伴い当共同事業体が負担する債務の履行等に関して

詳細な協定を取り交わしたうえで、連帯して責任を負います。 

 

共同事業体の名称  

共同事業体の所在地  

共同事業体の代表事業者（受任者）  構成事業者（委任者） 

所在地   所在地  

事業者名   事業者名  

代表者職氏名  印  代表者職氏名  印 

構成事業者（委任者）  構成事業者（委任者） 

所在地   所在地  

事業者名   事業者名  

代表者職氏名  印  代表者職氏名  印 

共同事業体の成

立、解散の時期

及び委任期間 

令和  年  月  日から当該業務履行後３ヶ月を経過する日まで。解散の時期

は、構成事業者全員の同意をもって延長することができます。ただし、当共同事業体が

本件事業の事業候補者とならなかった場合は、ただちに解散します。また、当共同事業

体の構成事業者の脱退又は除名については、事前に区の承認がなければこれを行うこと

ができません。 

共同事業体の代

表事業者の権限 

１ 事業候補者選考の申請に関する件 

２ 区との本件業務の契約に係る見積もり及び契約締結に関する件 

３ 請負代金の請求及び受領に関する件 

４ その他契約手続に関する件 

その他 

１ 本協定書に基づく権利義務は他人に譲渡いたしません。 

２ 本協定書に定めのない事項については、構成事業者全員により協議することしま

す。 

※共同事業体の構成が４以上となる場合はこの様式に準じて構成事業者欄を増やして作成してください。

（様式３－２） （共同事業体代表者用） 



委  任  状 
 

   年   月   日 

港 区 長 様  
 

 

        所 在 地       

        商号又は名称 

        代 表 者 名                            ㊞ 

 

 

 私は、下記の者を代理人と定め、下記業務に関する次の事項を委任します。 

 

 

          所 在 地  

    受 任 者 商号又は名称  

          役職及び氏名  

 

     

１ 業務件名                                   

 

２ 委 任 事 項 

(1) 共同事業体編成に関すること。 

(2) 事業候補者選考の申請に関する件 

(3) 区との本件業務の契約に係る見積もり及び契約締結に関する件 

(4) 請負代金の請求及び受領に関する件 

(5) その他契約手続に関する件 

 

 

                                            

              

      受任者使用印鑑 

 

 

（様式３－３） 

（共同事業体編成用） 



（様式４） 

事業者概要 

 

事業者名          

代表者名  

本社・本部 

所在地 
 

ホームページ  

担当部署 

所在地  

部署名  

責任者  

担当者  

連絡先 

電話  

FAX  

E-mail  

設立年月日 年  月  日 資本金  
従 業 員 ・

職員数 
 

沿革  

主な 

業務内容 
 

 



（様式４－２）

【業務名】

（契約金額）

（実施参加者人数）

【業務名】

（契約金額）

（実施参加者人数）

事業者業務実績(過去５年間の類似業務)

業務名
（契約金額、実施参加者人数）

発注者 受託期間 受託業務内容

【業務名】

（契約金額）

（実施参加者人数）

※記載する実績は、過去５年間、地方公共団体から受注した類似業務の実績としてください。なお、事業規
模が大きいもの、人口20万人以上の地方公共団体又は特別区での類似業務がある場合は、優先的に記載
するようにしてください。
※業務実績欄が不足する場合は、行を追加・加工してください。

【業務名】

（契約金額）

（実施参加者人数）

【業務名】

（契約金額）

（実施参加者人数）



（様式５）

氏 名

所 属

役 職

保 有 資 格

実務経験年数

発注者 受託期間

　　年　　月
～

　　年　　月

　　年　　月
～

　　年　　月

　　年　　月
～

　　年　　月

氏 名

所 属

役 職

保 有 資 格

実務経験年数

発注者 受託期間

　　年　　月
～

　　年　　月

　　年　　月
～

　　年　　月

　　年　　月
～

　　年　　月

備考
※記載する実績は、過去５年間の実績としてください。
※手持ち業務量は、企画提案書提出日時点及び令和７年度に予定しているものを全て記載してください。
※業務実績欄が不足する場合は、行を追加・加工してください。

従事している他の業務
(手持ち業務量)

本業務の他に　　　　件を担当している。

【他の担当業務の内容】

【契約金額合計】

　　　　　　　　千円程度

責
任
者

業務実績（過去の類似業務）

業務名 受託業務内容

業務担当者等の経歴及び専任性

業
務
担
当
者

業務実績（過去の類似業務）

業務名 受託業務内容

従事している他の業務
(手持ち業務量)

本業務の他に　　　　件を担当している。

【他の担当業務の内容】

【契約金額合計】

　　　　　　　　千円程度



(様式 6) 
 

業務担当者の配置計画及びスケジュール 

貴社（者）として業務担当者をどのように配置し、業務を遂行していくかについて記載してくださ

い。記載に際しては、業務担当者が事故等により不在となった場合に、担当者と同等の人員を配置す

るなど、業務の継続性を担保する貴社（者）の体制を明記してください。 

また、本業務のスケジュール及び進行管理について記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※実際に業務を行う主たる業務担当者を指定し、明示してください。 

※Ａ４サイズで作成してください。文字のサイズは原則として 11 ポイント以上とします。 



（様式７） 

企画提案書① 
１ 港区内の地域特性や現状の把握 

  東京都が定める都心南部直下地震の被害想定、港区で定める地域防災計画（震災編）をふま

え、発災時の港区の被害特性を分かりやすく示してください。 

 

※ 印刷はＡ４サイズとしてください。文字のサイズは原則として 11 ポイント以上とします。 



（様式８） 

企画提案書② 
２ 災害対策本部等の訓練実施体制の提案 

  区では、近年、災害対策本部のデジタル化を進めており、令和７年度にも電子黒板及び衛星通

信を導入予定です。昨年度の機関訓練をふまえ、既存及び導入予定のデジタル機器を最大限活用

し、地区本部とのスムーズな連携、また、迅速かつ有効な災害対応を行えるようにするため、情

報収集とその整理方法、業務フローや災害対策本部の班編成・レイアウトなど訓練実施体制を提

案してください。 

 

※ 印刷はＡ４サイズとしてください。文字のサイズは原則として 11 ポイント以上とします。 



（様式９） 

企画提案書③ 
３ 訓練当日におけるタイムスケジュール及び訓練内容 

  訓練においては、発災から４時間程度を訓練時間として想定しています。実際の被害想定をふ

まえた訓練のタイムスケジュール、訓練内容及び訓練体制を提案してください。提案の際、参加

職員が主体的に取り組め、また訓練成果が実感できるものとなるような内容を提案してくださ

い。 

 

※ 印刷はＡ４サイズとしてください。文字のサイズは原則として 11 ポイント以上とします。 



（様式 10） 

企画提案書④ 
４ 訓練後の評価及び検証 

  訓練後、受託事業者に対し、訓練の評価及び検証を求めています。 

  訓練の評価及び検証をするにあたって、貴社が取り組まれる内容を提案してください。提案の

際は、貴社の提案を参加職員にどのようにしてフィードバックするか、また、訓練後の本部運営

等の改善点をどのように生かすかの視点もふまえた提案としてください。 

 

※ 印刷はＡ４サイズとしてください。文字のサイズは原則として 11 ポイント以上とします。 



（様式 11） 

 

災害対応力の向上に向けた機関訓練実施支援業務委託 

プロポーザル 

 参 加 辞 退 届  

 

 

令和  年  月  日 

 

（あて先）港 区 長 

 

 

 

提出者）本社所在地                 

 

事 業 者 名                 

 

代表者氏名               ○印  

 

 

 

 標記業務のプロポーザルに基づく選考への参加を辞退いたします。 

 

 

 

 

 

 

（連絡先）担当者所属                       

 

担当者氏名                       

 

Ｔ Ｅ Ｌ                       

 

Ｆ Ａ Ｘ                       

 

メールアドレス                       


